
2 款 2 項 2 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

9,800 9,800 9,800 9,800 9,800 49,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

賦課処理件数に対する事業費 円／件 1079 1000 583 1104
項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 69,384 66,320 31,841 72,004

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 54,829 46,133 23,862 55,041
国庫支出金 0 0 0

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 6.74 5.80 3.00 6.92
人件費単価 8,135 7,954 7,954

55,041
合計 0 66,320 31,841 72,004

事業費
直接事業費 14,555 20,187 7,979 16,963
人件費 54,829 46,133 23,862

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

財源の確保と賦課事務の効率化

事業の内容

適正・公平な課税処理及び賦課事務の効率化の実現

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

確定申告・住民税申告の新システムでの課税処理のマニュアル化を進め、賦課事務の効率化を図る。

事業の対象 住民税、諸税(国民健康保険税を除く)

根拠法令等
地方税法

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 市民税務課 電話番号（内線）： 533
記入者情報 所属長： 森田 誠司 担当責任者： 大山 眞理

事務事業名 〔620〕(市民税・諸税)賦課事務
予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業



3二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

意見、課題
 システム導入並びに制度改正等に対応するため、税制の専門研修等を積極的に受講するなど職員の一
層のスキルアップを図る。

課題認識

税の賦課事務では正確性が第一であり、新システム導入により精度の高い課税ができている。しかし、シ
ステムも２年目となり使用する職員もシステムに対する理解を深めてきているが、税制度の改正に伴う制
度自体の複雑化により、それに対応する人件費が高騰している。今後も、あらゆる面から事務の効率化を
進めなければならない。

二次評価

A成果向上の可能性 5
施策への貢献度 5

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

申告支援システムにより正確で迅速に申告受付ができている。また、課税のための確認作業では各種控
除の判定をシステム内で判定する等、より精度の高い審査が行えることとなっている。しかし、課税に必要
な資料受付や申告受付から当初課税までの期間が限られており、短期間に膨大な資料の整理と審査を
行う必要があるため過大な労力を必要とすることとなり、人件費等の経費が増加することとなった。また、
平成２７年度からの住民税特別徴収完全実施のための費用も増となっている。特別徴収事業者の増加に
伴い印刷物や通信費等の費用の増加は必要であるが、課税処理の内容や日程等は再度検討し、効率化
とコスト削減に努めたい。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

A

3
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 5

市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

A市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 5

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率 2
受益者負担の適正 5

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 1000 1000 1000 1000
実　　績 1079 1104 0 0

成果指標

成果指標
賦課処理件数にかかる事業費

指標設定の
考え方

年間の賦課処理１件当たりの事業費の動向を計ることで、賦課事務の効率化を測定できる。

区分年度 25年度 26年度 27年度 目標26年度



3
経営者会議の最終判断

事業の方向性
下記の点を見直しの上、継続する。

意見、課題

二次評価の内容を踏まえ見直すこと。

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


